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１．はじめに 

 
自動車利用をとりまく諸問題、なかでも自家用車の二

酸化炭素排出量は増加の一途をたどっており、交通事業

者が更なる公共交通サービスの向上に取り組むとともに、

企業や各家庭の一人ひとりが過度なクルマ利用習慣から

適正な利用習慣へ転換することの必要性が叫ばれている。 
このため、エネルギーの使用の合理化に関する法律が

一部改正され、第七十条には、事業者に対し従業員の通

勤における公共交通機関利用の推進その他の措置の実施

による輸送に係わるエネルギー使用の合理化を行うよう

努力義務規定が設けられている 1)。 
従来、運輸分野の環境対策は、交通サービスの改善に

より公共交通への利用転換を促す方策が主流であったが、

近年欧州を中心としてモビリティ･マネジメントの取り

組みが進められている。これは、人々の考え方や行動を

環境的に持続可能な交通手段の利用に向けて変化させる

ため、必要な支援を提供し奨励していく考え方であり、

自発的な行動変容により、交通に関する諸問題の解消に

効果を挙げつつある 2-4)。 
なかでもモビリティ･マネジメントの技術の一つであ

り、筆者らが開発し試行してきたWEB を活用したトラ
ベル･フィードバック･プログラム 5)は、CO2排出量や燃
料消費量の削減に大きな効果をもたらすことが検証され

ているが、主に都市部での適用が多い。 
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そこで、本研究では新日本製鐵株式会社にご協力いた

だき、従前に開発した「WEBを活用したトラベル･フィ
ードバック･プログラム」を全国の主要都市に立地する1
3製鐵所・事業所の従業員に適用することにより、地域性
による取り組み効果の違いや問題点を検証し、今後の全

国への適用可能性を見出すことを目的とする。 

 
２．プログラムの概要 

 
 （１）トラベル･フィードバック･プログラムの概要 
 本研究では、モビリティ･マネジメントの手法のうち、

図-1 に示す標準的なトラベル･フィードバック･プログラ
ム（以下、TFP）を用いた。また、以下に示す手法を組
み合わせて構成している 6）。 
・ フィードバック情報の提供 
・ 事業所への公共交通アクセス情報提供 
・ 協力行動の依頼 
・ 行動プランの要請 

 なお、これらのプログラムにおける取り組みをインタ

ーネットのWEB環境で実現し、E-mailによるコミュニ
ケーションを行うことにより、プログラムへの取り組み

の負担を軽減し、即時的な結果のフィードバックを実現

した。 
 

手順1:現況交通ダイアリー調査

手順2:現況交通診断と行動プラン作成

手順3:第２回交通ダイアリー調査

手順4：プログラム評価と交通行動計画策定

 
図-１ TFPの取り組み手順 

 
（２）検討の全体構成 
本検討の全体構成は図-2に示すとおりである。 



 

・運用方法の検討，調整
　　取り組み時期，スケジューリング
　　取り組みプログラムタイプ
　　参加者募集，登録方法
　　事業所アクセス情報，固有情報提供　など

WEB TFP運用方法の協議，調整

・参加登録，参加者説明会
・プログラムへの取組み(現況交通ダイアリー調査，
　現況診断と行動プラン，第2回交通ダイアリー調
　査，プログラム評価)
・当事者評価アンケート調査

WEB TFP試行運用

・取り組みの効果と影響評価
・今後の取り組み展開に向けた課題への対応検討

試行運用の評価と課題への対応検討

 
図-2 検討の全体構成 

 
（３）参加事業所と参加者 
運用に先立って、各事業所の環境関連部局の担当者を

対象に説明会を開催するとともに、プログラム内容及び

運用に関するヒアリングを行い、運用方法を検討した。 
参加対象は、新日鐵で推進している「我が家のCO2」
モニター(各事業所20～30名)と本プログラムへの参加希
望者として、各事業所の担当者が各製鐵所の状況に応じ

て参加者を募集していただいた。 
その結果、全事業所で合計 793人の従業者の方々に参
加していただくこととなった。 
 
３．事業所の交通環境 

 
 （１）事業所の交通環境 
参加事業所は大都市に位置する本社をはじめ、北海道

から九州までの多様な立地形態となっている。交通環境

は、大都市圏では比較的サービス水準が高いものの、地

方中核都市、地方都市はやはり相対的に低く、公共交通

利便性の低い地域の製鐵所でのマイカー通勤の割合が高

くなっている。また、通勤及び構内移動用の委託運行バ

スシステムのある製鐵所は 4製鐵所のみである。近年の
モータリゼーション化と持ち家推奨による居住地の分散

などに伴う委託運行バス利用者の減少、従業員の減少に

より委託運行バスが廃止された製鐵所が大半である。 
 
 （２）交通環境に基づく事業所の地域分類 
取り組み結果の評価に際して、事業所の立地特性に着

目した分析を行うため、因子分析を行い、事業所の交通

環境に基づく分類を行った。分類に使用する指標は次の

通りである。 
・都市指標：都市規模(人口)、人口密度 
 ・交通環境：自動車保有台数、鉄道駅密度 
・アクセス環境：鉄道発着回数、バス発着回数 
因子分析の結果から、必ずしも断定できないものの、事

業所の立地分類を次のように分類できた。 
 分類 1：大都市(巨大規模、高密度都市、公共交通サー

ビス高水準)         3事業所 
 分類2：大都市近郊(大規模、公共交通サービス高水準)       

3事業所 
 分類3：地方都市(中規模、中or低密度都市、公共交通

サービス低水準)       7事業所 
 
４．取り組み結果の評価 

 
 （１）プログラム実施状況 
プログラムの運用スケジュールは、手順1開始：2005
年 9月 14日(水)、手順 4終了：10月 12日(水)とし、各
手順を約 1週間、全体で約 1ヶ月程度の期間取り組んで
いただいた。なお、一部の事業所では、事業所行事など

に配慮し、約1ヶ月後に実施した。 
各プロセスにおける回答状況は、現況交通ダイアリ

ー：64%、現況交通診断：80%、行動プラン：79％、第
2回交通ダイアリー：64%、プログラム評価：75%であり、
全体では非常に高い回答率となっているが、事業所によ

るばらつきは相当大きい。このばらつきは都市分類によ

る差異があまり見られないため、事業所の立地のみに依

存するとは考えにくい。事業所固有の風土、参加者募集

に際しての動機付けや事業所担当者の方の労力にも依存

すると考えられる。 
 
 （２）自動車利用の習慣強度の変化 
プログラム実施前後のアンケートにおいて、10の自動
車利用局面を提示して利用手段を選択いていただき、自

動車利用の習慣強度を算出した。プログラムの実施前後

では、自動車利用習慣強度が 71.6%から 54.9%に 23.4%
減少した(表-1)。 
事業所別の習慣強度の変化を見ると、全ての事業所で

自動車習慣強度が軽減している。また、大都市圏と地方

都市では明らかに自動車利用強度に差異があるものの、

事前事後の習慣強度の減少率は20～30%程度であり、地
域分類による差異は顕著にはみられない。 

 
 （３）実際の交通手段分担率の変化 
事前・事後の交通ダイアリーを元にした、一人ひとり

の外出における自動車利用率の平均値は、81.3%から
73.7%に9.3%減少した(表-2)。 



各手段別の分担率を比較すると、自動車(運転)が減少し
て、自動車(同乗)、鉄道、バス、徒歩などの手段分担率が
増加しており、多様に交通手段を選択している。 
自動車利用率の事前と事後の関係を見ると、明らかに

事後のほうが減少している被験者が多く、事前事後の自

動車利用率の分布を検定すると、99.9%の確率で自動車利
用率が減少したといえることを確認した。 
事業所別の自動車利用率の変化を見ると、一部の事業

所で有意に自動車利用率の減少が確認されるとともに、

ほとんどの事業所で自動車利用率が減少している。特に、

事前は大都市以外の全ての事業所で自動車利用率が 80%
以上であったものが、事後では地方都市の 3事業所以外
で80%未満に減少している。 
しかし地域ごとの自動車利用率の削減率を比較すると、

やはり、交通サービス水準が低い地方都市での効果は大

都市ほどではないことがわかる。大都市の減少率が 11%
以上、最大約 7割も減少しているのに対し、地方都市に
おける減少率が低いことは明らかである。 
 

（４）クルマ利用予定が変更できない理由 
 行動プランにおけるクルマ利用予定の変更方法の検討

のなかで、クルマ利用を変更できない理由を記述してい

ただいた結果を図-5に示す。 
やはり“公共交通の利便性”に関する理由が最も多く、

公共交通は所要時間が長い、早朝･夜間などの移動したい

ときに公共交通が利用できない、荷物の運搬があるなど

が上位を占めている。 
事業所立地分類別にこれを眺めると、大都市では、公

共交通の利便性というよりは、荷物の運搬や送迎など、

クルマの必要性を理由に挙げる割合が高くなっている。

これに対し、地方では公共交通サービスが低いことに関

連した理由が上位に挙げられるという特徴が見られた。

前述した自動車利用率の削減効果が地方部では低いとい

った原因も、地方部では公共交通機関が利用しにくいと

いった意識が背景にあるためと考えられる。 
また、事業所固有の問題として、社内敷地が広く移動 
手段がクルマしかないという理由も多くあげられるとと

もに、安全上の問題も指摘された。 

表-2 実際の自動車利用率の変化 
事業所 分類 n 自動車利用率平均値 t値 有意性

事前 事後 増減 減少 増加 変化無

A 地方都市 38 84.9% 87.4% 2.8% 14 8 16 -0.475 0.31895 2.431
B 地方都市 20 80.9% 80.8% -0.1% 4 4 12 0.027 0.48956 2.539
C 大都市 8 44.4% 39.2% -11.8% 5 3 0 0.394 0.35272 2.998
D 大都市 17 47.8% 36.4% -23.8% 11 2 4 1.298 0.10637 2.583
E 大都市 6 71.7% 43.8% -38.9% 5 0 1 3.876 0.00585 3.365 ***
F 地方都市 45 84.0% 72.5% -13.8% 23 11 11 2.845 0.00336 2.414 **
G 地方都市 63 82.3% 78.8% -4.3% 30 16 17 1.056 0.14750 2.388
H 大都市近郊 63 84.0% 73.2% -12.9% 33 8 22 3.295 0.00082 2.388 ***
I 大都市近郊 33 74.7% 60.3% -19.2% 21 8 4 2.451 0.00994 2.449 **
J 大都市近郊 37 84.6% 78.9% -6.7% 17 8 12 1.108 0.13752 2.434
K 地方都市 11 83.1% 75.9% -8.6% 4 4 3 0.701 0.24961 2.764
L 地方都市 11 96.2% 90.3% -6.1% 3 1 7 0.896 0.19568 2.764
M 地方都市 78 85.9% 77.0% -10.3% 39 19 20 3.318 0.00069 2.376 ***
計 430 81.3% 73.7% -9.3% 209 92 129 5.636 1.58E-08 2.335 ***

注).-5%<変化無<+5% *:有意水準10％
**:有意水準1％
***:有意水準0.1％

t 境界値
片側

P(T<=t)
片側

クルマ利用率の変化(人)

事業所 分類 t値
ｎ 事前 事後 増減 減少 増加 変化無 有意性

A 地方都市 43 78.4% 59.8% -23.7% 32 6 5 6.27 8.20E-08 2.42 ***
B 地方都市 16 80.6% 63.8% -20.9% 12 1 3 3.23 0.00279 2.60 **
C 大都市 11 43.6% 29.1% -33.3% 7 0 4 3.53 0.00275 2.76 **
D 大都市 17 38.8% 31.8% -18.2% 8 3 6 2.22 0.02066 2.58 *
E 大都市 6 45.0% 33.3% -25.9% 4 1 1 1.66 0.07899 3.36 *
F 地方都市 51 64.1% 53.5% -16.5% 31 7 13 4.54 1.79E-05 2.40 ***
G 地方都市 83 69.6% 55.9% -19.7% 56 9 18 6.88 5.53E-10 2.37 ***
H 大都市近郊 85 73.5% 58.1% -21.0% 59 10 16 7.50 2.94E-11 2.37 ***
I 大都市近郊 32 62.5% 38.4% -38.5% 27 1 4 7.44 1.10E-08 2.45 ***
J 大都市近郊 36 70.8% 53.1% -25.1% 27 1 8 6.57 6.88E-08 2.44 ***
K 地方都市 9 75.6% 56.7% -25.0% 5 2 2 1.93 0.04479 2.90 *
L 地方都市 16 87.5% 61.9% -29.3% 12 1 3 4.33 0.00030 2.60 ***
M 地方都市 88 83.1% 62.0% -25.3% 71 5 12 9.95 2.61E-16 2.37 ***
計 493 71.6% 54.9% -23.4% 351 47 95 19.52 1.44E-63 2.33 ***

t 境界値
片側

P(T<=t)
片側

クルマ利用率の変化(人)平均

表-1 自動車利用の習慣強度の変化 



 

５．プログラムの評価と今後の展開に向けた課題 

  
（１）今後の交通行動計画 
プログラム評価のなかで、参加者の方々に今後の交通

行動計画を考えていただいた。 
徒歩･自転車を利用、公共交通を利用するといった“交

通手段の選択”が上位を占めたが、そのほかにも次のよ

うな具体的な施策が多く提案された。これらの支援をす

ることによって、更なる効果が期待できると思われる。 
・相乗り・カーシェアリング 
・複数の用事を集約するなど、効率的な外出をする 
・環境に優しい車に乗り換える 
・家族で相談し、一緒に行動する 
・自転車･徒歩通勤、公共交通機関を利用して通勤する 

 
 （２）今後の展開に向けた課題と検討 
今回のプログラムの適用結果として、いずれの事業所

でも自動車利用率の削減や、態度・意識改革などの一定

の効果が見られたものの、地方都市や大都市圏近郊では、

実際の自動車利用の抑制効果は大都市圏ほどには大きく

ならなかったという点が指摘される。 
この理由としては「公共交通サービス水準」が低いこ

とや、地域もしくは事業所固有の風土(クルマ無しでは生
活できないといった強固な態度)が挙げられる。また、今
回適用したプログラムシステムは、このような地域や事

業所固有の背景を十分反映したものになっていなかった

という反省点もある。たとえば、プログラムの最後にい

ただいた自由意見では「地域的にクルマ利用を抑制する

のは難しい」「地域特性を考慮すべき」という意見も寄せ

られ、この傾向は特に地方都市で顕著であった。 
一方で、実際の自動車利用の変化では大都市圏と地方

都市では大きな差異が見られたものの、自動車利用の意

識では地方都市でも大都市圏と同様の変化が見られた。

このことから、意識の変化を実際の行動として実現させ

るための代替交通手段の提供などをあわせて行うことに

よって、地方都市でもより効果を高められる可能性があ

ると考えられる。 
 

６．まとめと今後の課題 

 

本研究では、いずれの事業所でも交通や環境に対する

意識が向上し、実際の行動においても自動車利用率が減

少した。しかしながら、地方都市における実際の自動車

利用の削減効果は、大都市ほど高くならないという課題

も見出された。 
したがって、今後全国への展開をするためには、事業

所固有の背景や地域特性を反映したプログラムを実施す

るとともに、地方都市では、意識の変化を行動として実

現させるための代替交通手段の提供等と合わせて行うこ

とが有効であると考える。 
さらに、今後は次のような課題に対する検討を行う必

要があると考えられる。 
・地域特性に応じたプログラムの内容と実施方法 
・代替交通手段の提供等総合的なモビリティ・マネジ

メント施策 
・客観的計測指標による定量的評価等より詳細な分析 
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図-5 クルマ利用が変更できない理由上位10位


